
資料５

水源林造成事業を巡る諸情勢について

○最近の予算関係

○水源林造成事業の森林・林業基本計画における位置

付け

○森林総合研究所の中期目標関係





森林整備事業・治山事業（公共）

【１２７，０３９百万円】

対策のポイント

森林吸収量の確保に向けた間伐や路網整備の実施により地域経済の再生と

山村地域の雇用機会の創出を図るとともに、近年の集中豪雨等に伴う山地災

害の頻発を踏まえた治山対策の推進による山地の強靱化を進めます。

＜背景／課題＞

、 、・森林・林業を再生し や を図るとともに地域経済の活性化 山村地域の雇用機会の創出

する森林吸収源対策による算入上限値3.5％（平成25年から平成32年の平均）を確保

ため、間伐や路網整備等を推進する必要があります。

集中豪雨や地震等に伴う山地災害が全国各地で発生 東海地震・また、近年、 しており、

です。等により被害発生のおそれがある地域における防災力強化が喫緊の課題

政策目標

○森林吸収量の確保に向けた間伐の実施

○周辺森林の山地災害防止機能等が確保された集落の数を増加

（約５万２千集落（20年度）→約５万６千集落（25年度 ））

＜主な内容＞

１．森林整備事業 ６６，５３９百万円

計画的に行われる間伐やこれと一体（１）集約化に取り組んでいる地域等において、

します。となった森林作業道、林業専用道の路網整備等を支援

森林環境保全直接支援事業 ２０，０３９百万円

林業専用道整備対策 ２１，６６０百万円

国費率：１０／１０、１／２、３／１０等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

（ ） 、２ において所有者の自助努力によっては適正な整備が期待できない条件不利地等

公的主体による間伐等の森林整備を支森林の多面的機能を発揮させる観点から、

します。援

環境林整備事業 ５，０００百万円

水源林造成事業 １６，５００百万円

国費率：１０／１０、３／１０等

事業実施主体：都道府県、市町村 （独）森林総合研究所等、
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２．治山事業 ６０，５００百万円

（ ） 、１ の前倒しを行い集中豪雨等により被災した緊急性の髙い荒廃山地の復旧整備等

します。地域の安全・安心を確保

復旧治山事業 ３７，６４７百万円

国費率：１０／１０、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

（２）東海、東南海地震等の に地震動・津波により被害が発生するおそれのある地域

緊急的に山腹崩壊地の復旧整備を行う 海岸防災林の防潮堤のにおいて とともに、

します。機能強化等を実施

防災林造成事業 ２，６１６百万円

国費率：１０／１０、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３（直 ））

２の事業 林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８（直 ））



 森林・林業を再生し、地域経済の活性化や山村地域の雇用機会の創出を図るとともに、森林吸収源対策による算入上限値3.5％
を確保するため、間伐や路網整備等を推進する必要。また、近年の集中豪雨等に伴う山地災害が全国各地で頻発していることを踏
まえ、荒廃山地等における治山対策等を着実に実施し、災害に強い地域づくりを進める必要。 
○『森林整備事業』→ 集約化に取り組んでいる地域等において行われる計画的な間伐やこれと一体となった路網整備等を推進す

るとともに、条件不利地等において、公的主体による間伐等の森林整備を支援。     
○『治  山  事  業』→ 本年までの集中豪雨等により被災した緊急性の高い荒廃山地の復旧整備等の前倒しを実施。 

森林整備事業・治山事業（公共）  

治山施設の整備 

崩壊地 

荒廃地 

崩壊地の復旧 

崩壊地 

保全対象 

 

崩壊地・荒廃地等において、
森林の復旧・再生を図るため、
治山施設の設置のほか、保安
林の整備により、早期緑化を
目指す。 

治山事業 

山腹崩壊の発生状況 

治山対策による復旧対策のイメージ 

再生可能資源である森林
において、人工林の間伐
等を進め、地域の基幹産
業である林業を活性化。 

森林整備事業 

間伐 

路網整備 

間伐や路網等の整備 



強い林業・木材産業構築緊急対策

（「森林整備加速化・林業再生基金」の拡充等）
【９２，４４２百万円】

対策のポイント
輸入木材に対抗し得る強い林業・木材産業を構築するため、木造公共施設

やバイオマス利活用施設の整備等の需要拡大と、原木の需給情報システムの

整備や金融対策等の経営基盤強化対策を活用して需要に応じた機動的な生産

体制を構築する総合的な取組を支援します。

＜背景／課題＞

・円高基調のもと輸入木材の輸入量の増加、大工・工務店の受注状況の不調などから合

板、製材品の在庫量が増加し、原木の需要不振が生じたことから、山元の現場におけ

る採算性の急激な悪化等の問題を引き起こし、持続的な林業生産活動の実施に支障を

きたす状況が生じています。

・このような状況に対応するため、木造公共施設や地域材の新たな需要を拡大する木材

加工施設、木質バイオマス利用施設の整備等により国産材の需要拡大を図りつつ、全

国的な原木需給情報の共有・発信システム開発等により需給ミスマッチを回避する対

策を講じるとともに、林業事業体への金融支援や人材育成等により短期的に大きく変

動する原木需要に応じた機動的な生産を可能とする体制を構築する必要があります。

政策目標
国産材の供給・利用量の増加（2,005万ｍ3(23年度)→2,800万ｍ3(27年度)）

＜主な内容＞

各都道府県に設置されている森林整備加速化・林業再生基金の活用等により、強い林

業・木材産業を構築するため以下のような取組を支援します。

（１）需給情報対策

原木需給のミスマッチが原木価格下落の要因となっていることから、需給見通し

に必要な木材情報を共有・発信するシステム開発等により、需給ミスマッチを回避

する対策を講じる

①原木需給情報システム開発と地域協議会の開催等

需給見通しに必要な木材情報を共有・発信するシステムの開発を行うととも

に、それらを広く活用する体制の整備を図り、それらの情報をもとに地域の林業

者等からなる地域協議会が行う原木需給の安定に資するための取組を支援

②木材流通施設整備

原木のストックポイント、製品保管庫等の整備を支援

（２）需要拡大対策

地域材の需要拡大対策により、需要側からも需給ミスマッチの回避を図るととも

に林業･木材産業の強化を支援

③木造公共施設等整備

公共施設の木造化等を推進するため、木造施設の建築や内装木質化等を支援
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④木材加工施設等整備

地域材の新たな需要の拡大に資する加工施設等の整備を支援

⑤木質バイオマス利用施設等整備

木質バイオマス利活用施設導入に向けた地域における木質バイオマス利用促進

の取組をトータルに支援

⑥地域材利用開発

地域材があまり使われていない分野における新規用途の製品開発や機能性の高

い新製品開発等を支援

⑦地域材新規用途導入促進支援

製品化されているが地域において利用されていない分野での木材製品の普及を

促進するため、モデル実証等の取組を支援

（３）経営基盤強化対策

円高等の影響で林業事業体等が新たな取組を行い難い状況の中、経営基盤強化の

ための対策を講じる

⑧経営基盤強化に資する公庫資金の実質無利子化等

利子助成による公庫資金の実質無利子化や公庫資金の無担保・無保証人での貸

付により経営基盤強化や経営安定化に取り組む林業者等を支援

⑨高性能林業機械及び木材加工設備のリース導入支援

既設基金への積み増しと事業期間の延長を行い、リース費用の助成を行う

⑩先進的林業機械緊急実証・普及事業

次世代の先進的林業機械を中心とした作業システムの導入・普及等を支援

⑪林業事業体の経営基盤強化に資する人材育成

地域の市場動向等に機動的に対応できる組織及び人材の育成等を支援

⑫森林病虫獣害対策

鳥獣被害防止施設、森林病害虫防除対策、被害森林の再生等と必要な路網整備

を支援

⑬加工流通業者等の資金繰対策の拡充（利子助成）

加工流通業者等が借り入れる運転資金について利子助成の支援

補助率：定額、１／２

事業実施主体：地方公共団体、森林組合、民間事業体等

お問い合わせ先：

事業全体、① 林野庁計画課 （０３－６７４４－２３００（直））

①、③、⑤、⑦ 林野庁木材利用課 （０３－６７４４－２２９６（直））

②、④、⑥、⑨、⑬ 林野庁木材産業課 （０３－６７４４－２２９４（直））

⑧ 林野庁企画課 （０３－３５０２－８０３７（直））

⑨、⑪ 林野庁経営課 （０３－３５０２－８０５５（直））

⑩ 林野庁研究・保全課（０３－３５０１－５０２５（直））

⑫ 林野庁整備課 （０３－３５９１－５８９３（直)）



木材利用ポイント
【４１，０００ 】百万円

対策のポイント
、 、 、地域材の需要喚起のため 地域材を活用した木造住宅 木製品等について

ポイントを付与し、地域の農林水産物との交換等を行う取組を支援します。

＜背景／課題＞

・ 森林・林業基本計画」に掲げられている の実現を目「 「平成32年の木材自給率50％」

指すとともに、森林資源が豊富な農山村地域の振興を図るためには、年々増加し続け

森林資源（地域材）の利用を拡大していくことが大変重要 。ている です

・このため、地域の川上から川下までの関係業者や地方公共団体の関係者等が一体とな

対策を進めることがって、各地域の特徴を踏まえた、地域材の需要を大きく喚起する

です。必要

政策目標
○国産材の供給・利用量の増加（2,005万m (23年度)→2,800万m (27年度)）3 3

○地域材の需要喚起による木材関連産業の活性化と木材価格の安定

＜主な内容＞

地域材を活用した木造住宅の建築、内装木質化、木製品等の購入の際に、木材利用ポ

を行う取組を実施します。実施にあたっイントを付与し、地域の農林水産物との交換等

ては、全国事務局を設置し、都道府県ごとに設置した協議会（※）と連携して、ポイン

ト発行・確認、商品交換などを行います。

※ 都道府県ごとに、川上から川下までの関係者や地方公共団体等で構成される協議会

木材利用ポイント ４１，０００百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先：林野庁木材利用課 （０３－６７４４－２２９８（直 ））
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機密性○情報 ○○限り 木材利用ポイント 

○ 地域材を活用した木造住宅（内装木質化建物を含む）や木製品等について、ポイントを付与し、地域の農林水
産物との交換等を行う取組を支援 

〈対象地域：先進的に取り組む都道府県〉 

①地域材を一定以上活用した
新築住宅 

③地域材を一定以上活用した
木製品等 

②地域材を一定以上活用した
内装木質化 

購入等 

申請 
交換 
申請 

ポイント 
発行 

都道府県 
協議会 

①地域材製品 
②地域農林水産物、環境商品 
③森林づくり活動への寄付  など 

〈ポイント制度の対象〉 

消費者 

全国事務局 

交換商品提供事業者 

商品発送 

交
換
申
請
情
報 

確認等 

（基準、交換商品の決定、ポイント管理等） 



林業人材育成対策
（「緑の雇用」事業）

【１，１２７百万円】

対策のポイント
林業就業者の早期確保・育成を図るため、「緑の雇用」事業の一環として、

トライアル雇用、新規就業者に対する基礎的研修、就業環境整備、森林作業
道作設オペレーターの研修等を支援します。

＜背景／課題＞
・厳しい雇用情勢が続く中、林業分野においても積極的な雇用対策に取り組むことが重
要です。

・労働災害発生率の高い林業において、間伐等の森林整備を安全かつ効率的に行える技
術等を習得することは重要であり、年度途中採用者に技術等を早期に習得させ、定着

できる環境を整える必要があります。
・放射性物質汚染地での路網を整備するため、必要な知識等を備えたオペレーターの育
成・確保が急務となっています。

政策目標
○平成32年度までに現場管理責任者等5,000人を育成
○平成25年度までに森林作業道作設オペレーター1,500人を育成

＜主な内容＞

「緑の雇用」現場技能者育成対策事業
１．新規就業者の確保・育成

就業希望者を雇用して行う以下の研修等に必要な経費を支援します。
① 林業への新規就業者の確保に向けたガイダンス、作業実態等の理解を図るた

めのトライアル雇用
② 林業未経験者が基本的な技術を習得するための３年間のOJT研修のうち１年目
研修の一部先行実施、育成する人材の定着に向けたOJT研修の追加実施等及び就
業環境整備
※ 研修生１人当たり９万円/月等を助成（①のトライアル雇用は３ヶ月、②
のOJT研修は、これまでより２か月間を延長し、１年目10ヶ月を上限）。

補助率：定額
事業実施主体：全国森林組合連合会

２．森林作業道作設オペレーターの育成
放射性物質に汚染された森林地域で森林作業道を作設するオペレーターを育成する

ための研修等の実施に必要な経費を支援します。
補助率：定額

事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先：
１の事業 林野庁経営課 （０３－３５０２－８０４８（直））
２の事業 林野庁研究・保全課（０３－３５０２－５７２１（直））

［平成24年度補正予算の概要］



きのこ原木増産体制緊急支援事業
【９８百万円】

対策のポイント
福島第一原子力発電所事故により全国的に不足が生じているきのこ原木を

安定的に供給できる生産体制を確立し、きのこの生産が継続できるよう支援
します。

＜背景／課題＞
・福島第一原子力発電所事故による放射性物質の影響等により、全国的に189万本のきのこ
原木が不足しています（平成24年９月末現在）。

・このため、きのこ原木の安定供給に必要な作業道の整備等により原木を増産し、原木きの
こ生産の継続を図る必要があります。

政策目標
きのこ原木不足（189万本）の解消（平成25年）

＜主な内容＞
きのこ原木増産整備
きのこ原木の伐採・搬出・運搬等に必要な作業道の整備、伐採した木材をきのこ原木

に造材する場合にかかる選別等経費を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：地方公共団体、森林組合等

［お問い合わせ先：林野庁経営課 （０３－３５０２－８０５９（直））］

［平成24年度補正予算の概要］



林業金融対策
【９７０百万円】

対策のポイント
木材価格下落により影響を受けている林業者等が、競争力強化のための設

備投資や運転資金の確保による経営安定化が図られるよう、無担保・無保証

人貸付や利子助成を行います。

＜背景／課題＞

・円高基調のもと輸入木材の輸入量の増加、大工・工務店の受注状況の不調などから合

板、製材品の在庫量が増加し、原木の需要不振が生じたことから、山元の現場におけ

る採算性の急激な悪化等の問題を引き起こし、持続的な林業生産活動の実施に支障を

きたす状況が生じています。

・このような状況に対応するため、需要拡大対策等と併せて、林業者等による競争力強

化のための設備投資資金や経営安定化のための資金の融通が必要です。

政策目標

林業者等の競争力強化のための設備投資や運転資金の確保によ

る経営安定化に必要な資金調達の円滑化

＜主な内容＞

１．無担保・無保証人貸付による競争力強化や経営安定化の推進 ８５０百万円
木材価格下落により新たな設備投資等を手控えている林業者等や資金繰りに支障

を来している林業者が、路網の整備や設備投資等による競争力強化や運転資金の確

保が図られるよう、平成24～25年度に日本政策金融公庫資金等（林業基盤整備資金、

農林漁業施設資金、農林漁業セーフティネット資金）の無担保・無保証人での貸付

を行うため、株式会社日本政策金融公庫等に対する出資等を行います。

日本政策金融公庫出資金 融資枠：４８億円

補助率：定額

事業実施主体：株式会社日本政策金融公庫等

２．利子助成による経営基盤強化の推進 １２０百万円
木材価格下落により新たな設備投資等を手控えている林業者等が、森林取得によ

る経営規模拡大や設備投資等の競争力強化のための経営基盤の強化に取り組めるよ

う、平成24～25年度に日本政策金融公庫資金等（森林取得資金、農林漁業施設資金）

を借り入れる場合の金利負担を軽減するための利子助成（最大２％、最長15年間）

を行います。

林業経営基盤整備緊急利子助成事業 融資枠：５０億円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先： 林野庁企画課 （０３－３５０２－８０３７（直））

[平成24年度補正予算の概要］



森林整備事業・治山事業（公共）
【復旧・復興対策（復興庁計上） １，５８０百万円】

対策のポイント
・放射性物質の影響により整備が進み難い人工林等において、公的主体によ

る適正な森林整備の実施を図ります。【森林整備事業】

・津波からいのちと暮らしを守る海岸防災林の復旧・再生や被災した山地等

の復旧整備を通じ、安全・安心を確保します。【治山事業】

＜背景／課題＞

・福島第一原子力発電所の事故により放散された放射性物質の影響がある区域では、森

林所有者の経営意欲の減退、被ばくへの不安等から、森林整備が停滞するおそれがあ

り、森林の公益的機能の低下が懸念される状況となっています。

・森林は、水源や山菜、きのこの採取など地域住民の生活と密接に関係しており、適切

な森林整備とともに放射性物質の低減対策等が求められています。

・東日本大震災では、海岸部の保安林に甚大かつ広域に及ぶ被害が発生するとともに、

山間地でも山腹崩壊等の被害が多数発生しました。被災地域の早期復興を進めていく

ため、その基盤となる海岸防災林の復旧・再生や山腹崩壊地等の復旧整備等が急務と

なっています。

政策目標

○森林の適正な整備により、森林・林業を再生し、被災地の復興

を支援

○治山対策による復旧整備を実施し、災害発生のおそれが高い地

域の災害を防止

＜主な内容＞

１．森林整備事業 ５１７百万円
被災地における森林の公益的機能の維持、森林・林業の再生を図るため、放射性物質

の影響により整備が進み難い人工林等において、公的主体による緊急的な間伐、路網整

備等の森林施業を推進します。

２．治山事業 １，０６３百万円
東日本大震災で被災した海岸防災林の復旧・再生や発生した山腹崩壊地等における復

旧整備を実施します。

国費率：１０／１０、１／２、１／３等

事業実施主体：国、都道府県、（独）森林総合研究所等

お問い合わせ先：

森林整備事業：林野庁整備課（０３－６７４４－２３０３（直））

治山事業：林野庁治山課（０３－６７４４－２３０８（直））
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森林・林業における放射性物質等対策
【復旧・復興対策（復興庁計上）２，０４３百万円】

対策のポイント
被災地において、森林・林業の再生を図るため、公的主体による間伐等の

森林整備と放射性物質の影響に対処するための対策を一体的に講じます。

＜背景／課題＞

・福島第一原子力発電所の事故により放散された放射性物質の影響がある区域では、森

林所有者の経営意欲の減退、被ばくへの不安等から、森林整備が停滞するおそれがあ

り、森林の公益的機能の低下が懸念される状況となっています。

・森林は、水源や山菜、きのこの採取など地域住民の生活と密接に関係しており、適切

な森林整備とともに放射性物質の低減対策等が求められています。

政策目標

森林・林業の再生を通じた被災地復興を推進

＜主な内容＞

１．公的主体による森林整備（公共） ５１７百万円

被災地における森林の公益的機能の維持、森林・林業の再生を図るため、放射性

物質の影響により整備が進み難い人工林等において、公的主体による緊急的な間伐、

路網整備等の森林施業を推進します。

補助率：３／１０、定額

事業実施主体：都道府県、市町村、(独)森林総合研究所等

２．放射性物質対処型森林・林業復興対策実証事業 １，０１８百万円

①実証地を選定するための汚染状況重点調査地域等の森林の放射線量等の概況調査、

作業計画の検討を行うための実証対象森林の調査、森林所有者への説明・同意取り

付け等を実施します。

②円滑な森林整備を促進するため、伐採に伴い発生する樹木の枝葉等の破砕・梱包・

運搬・保管等、地域において放射性物質への対処に必要な取組を実証的に実施しま

す。

③木質バイオマス関連施設の利用にあたって、放射性物質への影響に対処するため、

バグフィルタ、焼却灰保管施設等を整備し、実証的な取組を実施します。

補助率等：定額（１０／１０）、委託費

事業実施主体：①都道府県、市町村等

②都道府県、市町村、(独)森林総合研究所、国等

③都道府県、市町村、民間団体

［平成24年度補正予算の概要］



［平成24年度補正予算の概要］

３．森林における放射性物質対策推進のための緊急調査事業 １００百万円

①森林に囲まれた谷間の居住地等、周辺森林からの線量の寄与が大きいエリアにおい

て、森林からの寄与率を低減させるための調査や技術の検証・開発を実施します。

②航空レーザ計測等により把握した放射性物質による影響のある森林のうち、土砂流

出の危険性の高い森林に関するデータを基礎として、下層植生が衰退している箇所

の推定、それらから土砂等が流出する可能性や量についての予測・検証、下流域の

土地利用状況も踏まえた流出防止対策の合理性及び優先度の評価を実施します。

委託費

事業実施主体：民間団体

４．森林における除染等実証事業 ４０８百万円

森林における放射性物質拡散防止等技術検証・開発事業で開発された技術等を用

いて、森林の放射性物質拡散防止・低減及び除染等技術を各地域で効果的に導入し

ていくために必要なデータの蓄積を図るとともに、地域の除染等に向けた取組を実

質的に推進します。

補助率等：定額（１０／１０）、委託費

事業実施主体：都道府県、市町村、国

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３（直））

２①，②，３，４の事業 林野庁研究・保全課（０３－６７４４－９５３０（直））

２③の事業 林野庁木材利用課 （０３－６７４４－２２９７（直））



１.　総　括　表

％

公 共 事 業 費 184,793 189,616 102.6

一般公共事業費 174,819 179,642 102.8

治  山  事 業 費 57,494 61,144 106.3

森林整備事業費 117,325 118,498 101.0

災害復旧等事業費 9,974 9,974 100.0

非 公 共 事 業 費 76,015 100,324 132.0

260,808 289,940 111.2

２  国有林野事業特別会計の一般会計化に伴い増加する経費を含む。

３  総括表には一般会計から復興特別会計への繰入額を含む。

４  計数は、四捨五入のため合計とは一致しない場合がある。

２．東日本大震災からの復旧・復興対策（東日本大震災復興特別会計計上）

百万円 百万円 ％

12,440 39,037 313.8

3,888 5,975 153.7

16,328 45,012 275.7

（注）１

公共事業費

非公共事業費

項　　　　　　　　　　　　目
平成24年度
当初予算額

平成25年度
概算決定額

合　　　計

対前年度比

 上記のほか、農山漁村地域整備交付金に、林野関係公共事業を措置している。

平成２５年度　林野庁関係予算概算決定の概要

平成２５年 １月

区　　　    　分
平成２４年度 平成２５年度

対前年度比
当初予算額 概算決定額

百万円 百万円

総　　　　　　　　計





森林整備事業・治山事業（公共）
【１７９，６４２(１７４，８１９）百万円】

対策のポイント
・ 森林・林業の再生を図るとともに、森林吸収量の確保に向け間伐等の森

林施業や路網の整備を支援します。【森林整備事業】

・ 津波に強い海岸防災林の整備や集中豪雨等により被災した山地の防災力

の向上等を通じ、地域の安全・安心を確保します。【治山事業】

＜背景／課題＞

・我が国の森林資源を活かし、森林・林業を再生するとともに、森林吸収源対策の算入

上限値3.5％（平成25年から平成32年の平均）を確保するため、森林施業の集約化、

路網の整備、間伐等を推進する必要があります。

・九州北部豪雨等による山地災害が全国各地で発生しており、国民の生命・財産を守る

ため、治山対策等による国土強靱化対策を推進していく必要があります。

政策目標

○森林吸収量の確保に向けた間伐の実施（平成25年度から平成32

年度までの8年間の年平均：52万ヘクタール）

○周辺森林の山地災害防止機能等が確保された集落の数を約5万2

千集落（平成20年度）から約5万6千集落（平成25年度）に増加

＜主な内容＞

１．森林整備事業 １１８，４９８（１１７，３２５）百万円

（１）集約化を進め、間伐やこれと一体となった丈夫で簡易な路網の整備等を推進し

ます。

森林環境保全直接支援事業 ２３，１９３（２８，８４６）百万円

林業専用道整備対策 １２，５２１（１０，７７７）百万円

国費率：１０／１０、１／２、３／１０等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

（２）所有者の自助努力によっては適正な整備が期待できない条件不利地等を対象と

して、公的主体による間伐等の森林整備を支援します。

環境林整備事業 ４，５００（４４７）百万円

水源林造成事業等 ２３，９５２（２３，３５２）百万円

国費率：１０／１０、３／１０等

事業実施主体：都道府県、市町村、（独）森林総合研究所等

［平成25年度予算の概要］
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（３）森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法を改正し、地方財政措置の特例

を継続するとともに、国から市町村に交付金を直接交付する現場の創意工夫が活

かせる柔軟な助成を引き続き実施します。

美しい森林づくり基盤整備交付金 １，０００（５１９）百万円

国費率：１／２

事業実施主体：市町村、森林所有者等

２．治山事業 ６１，１４４（５７，４９４）百万円

（１）山腹崩壊地等の緊急的かつ集中的な復旧整備を実施するとともに、災害の発生

を未然に防止するため、過密化等により国土保全機能が低下した森林の整備を強

化し、山地の防災力を向上させます。

また、山地災害の発生の危険性が高い地域の特定等を進め、効果的な治山対策

の実施につなげます。

復旧治山事業 ２３，４０６（２２，５８３）百万円

水源地域等保安林整備事業 ９，２９０（６，９３６）百万円

治山事業調査費 １７３（６５）百万円の内数

国費率：１０／１０、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

（２）東日本大震災による津波被害を教訓として、人工盛土や防潮堤の機能向上等に

より、津波に強い海岸防災林の整備を推進します。また、地域の地形条件等にあ

った林帯幅や樹種等の決定・整備手法を確立します。

防災林造成事業 ２，３２５（２，０６５）百万円

治山事業調査費 １７３（６５）百万円の内数

国費率：１０／１０、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

※治山事業には、東日本大震災復興特別会計への繰入れ分（津波対策144百万円）

を含む。

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課（０３－６７４４－２３０３（直））

２の事業 林野庁治山課（０３－６７４４－２３０８（直））



平成25年度概算決定内容 課題 

平成25年度林野公共事業の概算決定について 

結果 

効率的で安定
した木材生産
の確立 

災害に強い安
全で安心でき
る地域の創造 

地球温暖化 
防止への貢献 

森林・林業 
基本計画の 
着実な推進 

国土強靱化対策 

○ 森林吸収源対策の算
入上限値3.5％の確保
（2013－2020平均）や
「将来の枠組み」を見据
えた森林の整備・保全
等が必要 

地球温暖化防止対策 

森林・林業基本計画 

○ 森林・林業の再生の
実現に向けて、間伐等
の推進、路網整備の加
速化が必要 

震災復興対策 

○ 海岸防災林の復旧・再
生や震災の教訓を踏ま
えた全国防災対策の実
施が急務 

 

○ 集中豪雨等による崩壊
地等の復旧・整備による
災害に強い国土・地域づ
くりが急務 

震災からの 
復興再生 

 治山事業 ～山地防災力の向上や津波に強い海岸防災林の整備による国土強靱化対策の推進～ 

・  国有林と民有林の連携による森林整備を推進。 

○間伐等の推進 

・  集約化を進め、間伐やこれと一体となった丈夫で簡易な路網の整備等を推進します。 

・  国から市町村に交付金を直接交付し、現場の創意工夫が活かせる柔軟な助成を引き続

き実施します。 

○公的主体による森林整備の実施 

・  所有者の自助努力によっては適正な整備が期待できない条件不利地等を対象として、公

的主体による間伐等の森林整備を支援します。 

・   公的主体による間伐等の森林施業を実施するとともに、海岸防災林の復旧・再生や山腹崩

壊地の復旧整備を通じ、地域の安全・安心を確保。 

復旧・復興対策 

○津波に強い海岸防災林整備の推進 

・  人工盛土や防潮堤の機能向上等により、津波に強い海岸防災林の整備を推進。また、地

域の地形条件等にあった林帯幅や樹種等の決定・整備手法を確立。 

 森林整備事業 ～地域の実情に応じた整備や森林吸収源対策の推進～ 

○山地防災力の向上 

・   山腹崩壊地等の緊急的かつ集中的な復旧整備を実施するとともに、災害の発生を未然

に防止するため、過密化等により機能が低下した森林の整備を強化し、山地の防災力を
向上。 

・  大規模山地災害の発生の危険性が高い地域の特定等を進め、効果的な治山対策を実
施。 

 森林環境保全直接支援事業 23,193（28,846）百万円等 

 環境林整備事業 4,500（447）百万円等 

  復旧治山事業 23,406（22,583）百万円等 

  防災林造成事業 2,325（2,065）百万円等 



水源林造成事業の森林・林業基本計画（H23.7.26閣議決定）における

位置付け

○森林・林業基本計画（抜粋）

第３ 森林及び林業に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

１ 森林の有する多面的機能の発揮に関する施策

（２）多様で健全な森林への誘導

③公的な関与による森林整備の促進

急傾斜地・高標高地など立地条件が悪く、森林所有者の自助努

力等によっては適正な整備が見込めない森林等の公益的機能の発

揮に向けて、将来的な整備の負担を大幅に軽減する観点から、立

地条件に応じて広葉樹の導入による針広混交の育成複層林への誘

導等の多様な整備を推進する。

水源林造成事業については、針広混交の育成複層林の造成等へ

転換する施業を推進することとし、新規契約については、伐期を

長期化、主伐面積を縮小・分散し、現地の広葉樹等の植生を活か

した施業を指向する。既契約分についても、長伐期施業等への見

直しを進める。



広葉樹等の現地植生を活かした長伐期 

森林総合研究所の中期目標関係 

針広混交林施業 

複層林施業 

事業の重点化 公益的機能の高度発揮 

効果的な事業推進の観点から特に水源
涵養機能の強化を図る重要性が高い流
域内の箇所に限定 

２以上の都府県にわたる流域 

ダム等の上流 

水源涵養機能等の森林の有する公益的機
能を持続的かつ高度に発揮させる観点か
ら、新規契約の施業方法を限定 
既契約分の施業方法を見直す 

新規契約の施業
方法を限定 

既契約分の施業
方法を見直す 

主伐時の伐採面積を縮小・分散化 

針広混交林施業 

複層林施業 

水源の涵養、土砂流出・崩壊の防止、二酸化炭素の吸収による地球温暖化防止への
貢献等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させるため 

1 

複層林施業 長伐期施業 



除伐 

下刈 

植栽 

対象地 

間伐 

成林 

期中評価の反映 

評価結果を確実かつ早期に事業実施に
反映 

チェックシートの活用 
①施業対象地 
   ↓ 
②チェックシートによる確認 
   ↓ 
③事業内容及び面積の確定 

搬出間伐と 
木材利用の推進 

森林整備技術の高度化 

地球温暖化防止や循環型社会の形成等
に資する観点から搬出間伐を推進 

工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易
な路網の適切な整備 

森林整備に係る技術の高度化等を推 
   進 

路網の整備 

間伐材の活用 

研究開発と連携 

技術検討会 

事業実施コストの構造改善 

コスト構造改善プログラムの達成 森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底 

反映 

チェックシートの活用 

意見の反映 

搬出間伐の推進 

列状間伐の実施 

水源林造成事業 
町 

個人 

公 
町 

春日尾又・押又地域森林整備集約協定区域図 

地域の森林整備に貢献 

事業評価技術検討会 
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